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１．はじめに 

これまでに経験したことのないような豪雨・水害

が頻発している。治水施設整備規模を超える豪雨・

洪水発生時の減災対策を地域の様々な主体と連携し

て進めていくためには、水害リスク情報（例 浸水

想定図）を地域で共有し対策の検討・推進を図るこ

とが有効と考えられる。しかし、従来の水害リスク

情報は、河川・下水道等の氾濫事象別に作成されて

おり、住民等にとって関心のある場所ごとのリスク

情報としては使いにくい課題がある。既存河川・下

水道別浸水想定例を図-1、2に示す。 

 このため、一覧性に優れたわかりやすいリスク情

報の提供を目的として、河川及び下水道からの氾濫

を統合した浸水想定手法を開発しモデル地区に試験

適用したので紹介する。 

２．河川・下水道統合浸水想定結果 

 試験適用結果を図-3に示す。降雨規模（1/75）に

ついては上記浸水想定において採用されている降雨

継続時間（河川：2日間、下水道：1時間）ごとの年

最大雨量（河川：54年間、下水道：25年間）に基づ

く確率評価結果による。なお、利用目的に応じて最

大値・中央値を選択することを想定している。また、

リスク情報の使いやすさの点で統合すべきと考えら

れる高潮リスクについては、今回の対象地区では再

現期間の評価が困難であったため統合していない。 

３．おわりに 

 引き続き異なる氾濫特性を有する地区での試験適

用を進め、都市部門と連携して活用方法について研

究していく予定である。 

☞詳細情報はこちら

国総研資料公表予定

図-1 モデル地区河川からの氾濫による浸水想定例 

（2日間雨量約400mm：確率規模1/200） 

図-2 モデル地区下水道からの氾濫による浸水想定例 

（時間雨量約80mm：著名水害降雨） 

図-3 河川・下水道統合浸水想定例 

（確率規模1/75：左：最大値 右：中央値） 
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１．はじめに

2016年熊本地震では、

地震の揺れに加えて、斜

面崩落や地盤変位等の影

響から主桁等の橋の供用

性を確保する上で重要な

部位が損傷し（図-1）、

地震後の早期機能回復に支障を来した事例があった。

この教訓から、熊本地震復旧対策研究室では、斜面

崩落や地盤変位により下部構造が大きく移動する事

象が生じても、橋の機能回復に及ぼす影響を最小限

に留めることができる破壊形態となるよう制御する

ために必要な設計技術の開発を行っている。

本報では、橋に生じる破壊形態を制御する方法と

して、支承及びその取付部に着目して行っている損

傷制御を考慮した設計技術の研究状況を紹介する。

２．損傷制御型支承の設計思想

本研究では、支承部が最終的に破壊する状態にお

いて、その支承部のなかでどの部位を最初に破壊さ

せるのかをあらかじめ定め、その破壊形態が一定の

信頼性をもって生じるように設計する技術の検討を

行っている。ここで、破壊形態の制御は、破壊を生

じさせる部材と、それ以外の部材の間に有意な耐力

の差（耐力階層化）を設けることにより行う。

３．損傷制御型支承のせん断試験

損傷制御型支承が設計での想定通りの破壊形態と

なるかを確認するために、一定の面圧を作用させた

積層ゴム支承のせん断試験を行った。この試験で用

いたゴム支承では、破壊によって生じる桁端部での

段差を小さくする等の機能回復性とともに、損傷制

御の確実さ、交換のしやすさ等の観点を考慮して損

傷を生じさせる部材として下沓取付けボルトを選定

した。また、耐力階層化については、ゴム支承のせ

ん断ひずみ（水平変位／ゴム支承本体高さ）が300％

のときのせん断力に対して、下沓取付けボルトは終

局せん断応力度に達するが、下沓取付けボルト以外

の部材はその1.3倍以上の耐力が確保されるように

設計した（図-2）。

せん断試験では、ゴム支承のせん断ひずみが300％

までを４段階で正負交番載荷した後、使用した試験

装置の安全性も考慮したうえで最大350％まで片押

し載荷した（図-3）。試験の結果、350％の載荷レベ

ルではどの部位も破壊には至らなかったため、破壊

形態の確認はできなかった。ただし、損傷制御部材

である下沓取付けボルトだけには変形が生じ、ゴム

支承本体や他のボルトなどの部材には損傷が生じな

かったことは確認できた（図-4）。

４．おわりに

今回の試験結果を踏まえ、損傷制御型支承に必要

な改良の検討を進めていきたい。
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図-1 熊本地震による橋

梁支承部の損傷例

（ａ）損傷制御部材 （ｂ）耐力階層化

図-2 損傷制御型支承の設計思想

図-3 支承のせん断

試験状況

図-4 下沓取付けボルト

の変形状況
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